大阪府人事監察委員会退職管理部会
【委員の主な意見：○、事務局の説明：→】
第５回退職管理部会　平成25年１月16日（水）開催
指定出資法人役員への知事推薦について（主な発言）
○平成25年度当初に、知事推薦により指定出資法人役員に就任する8名について、特に問題となるような点は認められない。国では権益を伸ばすように法人に天下るが、府では仕事の延長という印象。就任先において、府では、退職金の支給もなく、仕事の内容から見ても報酬も高額とまでは言えない。そのポストに求められる方が就任されていると考える。
人材バンクの運用状況（主な発言）
○再就職が禁止される法人には、人材バンクだけではなく、一般の公募やハローワークも活用するという仕組みにできないか。
→　法人側において、そのポストごとに、ハローワーク等で公募するか、人材バンクにより府職員を募るかと検討した結果、府職員を募る場合に人材バンクに求人を行う。すべてのポストをハローワーク等で公募するかどうかは、法人側の判断によるところが大きい。
○法人側が純粋に判断した結果なら良いが、府職員を採用して、府からの受注を得る思惑もあるのではないか。一方、補助金などの財政援助の基準や財政援助した後のチェックも厳格に実施しており、府ＯＢが再就職しているから顔が効くという時代でもないと思う。
→　補助金交付や契約締結については、執行する前段階で厳しい基準を設けている。法人側に思惑があったとしても実行できないと考える。また、府では、退職管理条例を制定し、罰則を設けて、再就職者から現職職員への働きかけを禁止するなど事後規制を行っている。　
○府の食品監視をしていた職員が、食品監視をする企業に再就職するケースなど、専門性を活かした再就職と言える。しかし、管理する側（府）の職員を雇用することで、今後、検査にくる後輩職員が指導しにくいという状況を狙っているという見方をされる方もいるかもしれない。とはいえ、企業にとっては、実務経験のない者を採用するよりも、専門性のあるふさわしい者を採用していると言える。
→　府民から見て、外形的に公平公正というならば、府職員という要件を外して、広くハローワークで公募する必要がある。すべての再就職禁止法人にハローワークでの求人を義務付けるのは、現実面では課題はあるが、考え方の方向性は正しいと思う。そもそも人材バンク制度を立ち上げた趣旨は、府職員が再就職あっせんに関与させないという手続きの透明性を図るために立ち上げたという経緯がある。見方によっては、最初から府の指定ポストという印象を与えても仕方がない部分もあるが、幅広い公募をどれだけとれるかということが課題と認識している。
○府民目線で見ると、人材バンクに関して、あたかもこのポストが府ＯＢの指定席であるかのように映るのは良くない。再就職禁止法人であっても、例えば、大学などの場合、いい加減な手法で人材を採用した場合に困るのは大学自身。大学経営には競争原理が働くので、自己責任としても良いとも言える。しかし、公共性の高い競争原理の働かない法人への再就職は、府OBの指定席とも受け取られかねない。そのあたりの説明責任をどうするかということが問題。この場合、府としても法人に対して、できるだけ公募やホームページでの募集をするように働きかけをした方が、府民への説明責任を果たすことができるのではないか。
○最終的には、法人側が採用するので、いろいろなチャンネルを開いたとしても、結局、どの者を採用するかというのは、法人に任されている。法人が判断した結果に対し、府民の批判が出た場合も、府としては、法人自体の責任に関わる問題と説明できる。
○ハローワークには地域性もあるが、職務内容によっては、大阪人材銀行（厚生労働省所管）を利用すれば、管理職に限定した求人を出すこともできる。
